












































案によりOHP 事業を新たに始めることとなった。当該事業では 5 年間で
1000 店舗の開設を目標としており、その際に必要とされる費用は 150 万ド
ルであった。しかし、事業は思うように展開できず、新規事業の発表時に
















































































































はない」と説明して、Ford Motor Company の製造工場を拡大するという
Henry Ford の決定に司法が介入することを拒んでいることもこうした理由
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